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第16回 新潟医療福祉学会学術集会

更新世人類遺跡から出土した動物骨片群の
骨組織形態学的および幾何学的形態解析 
 
 
澤田純明 1)、澤浦亮平 2)、奈良貴史 1) 
1) 新潟医療福祉大学 理学療法学科 
2) 東北大学 大学院歯学研究科 
 
【背景・目的】日本列島に人類が住み始めたのは後期更新

世（旧石器時代）にさかのぼる。人類が列島の環境にどう

適応していたのかを知る上で当時の動物狩猟様相の解明

は極めて重要となるが、酸性土壌に覆われた列島の地質特

性ゆえ動物化石が出土する更新世人類遺跡はごく少なく、

当該期の狩猟モデルは長野県野尻湖遺跡や岩手県花泉遺

跡など僅かな遺跡から出土したナウマンゾウやバイソン

などの大型動物に基づいていた。 
 ところが、最近の精微な発掘調査で小・中型動物が多出

する遺跡が相次いで確認され、従来の更新世狩猟モデルを

見直す必要が生じてきた。その代表例が、青森県下北半島

に所在する「尻労安部洞窟」である。演者らが発掘したこ

の洞窟からは、約 2 万年前の旧石器とともに 700 点を超

えるウサギの歯や骨が見つかり、内外の研究者が注目する

ところとなった。 
人類遺跡から出土した動物資料の研究において重要と

なるのは、出土動物が人類活動の所産であることの解明、

ならびに精確な種同定である。尻労安部洞窟からはヒトの

関与を示唆する焼けた動物骨が見つかったものの肉眼観

察では種を同定できず、また、多く出土したウサギの歯に

ついても属以下の特定には至らなかった。そこで、焼骨小

片の骨組織形態学的解析、ならびにマイクロ CT を用いた

ノウサギ属臼歯の幾何学的形態解析を実施し、出土資料の

種の同定を試みた。 
 
【方法】（1）焼骨の骨組織形態学的種同定 
 出土焼骨群を実体顕微鏡で観察した結果、その形状およ

び質感から、哺乳類もしくは鳥類と思われる四肢長骨緻密

質を含むと判断した。組織形態学的種同定法は試料の破壊

を伴うため全ての焼骨の分析は行わず、2 点の四肢長骨緻

密質片（試料 A・D）を分析対象とした。試料 A・D を

Sawada et al.（2004）の方法に従って樹脂に包埋・薄切

し、切片の顕微鏡像を CMOS カメラで撮影した。骨組織

形態計測は澤田ほか（2010）および Sawada et al.（2014）
の基準に準じ、得られた値を第四紀日本列島の動物群と比

較検討して種の同定を試みた。計測値の統計的検討に関し、

計算には SPSS（Mac 版, ver. 19.0.0, IBM）を使用した。 
（2）ノウサギ属臼歯の幾何学的形態解析 
 尻労安部洞窟から出土したノウサギ属の下顎第 3 前臼

歯を高分解能マイクロ CT（CosmoScanGX、Rigaku 社、

東北大学所蔵）でスキャニングし、第四紀日本列島に生息

するノウサギ属 2 種（ユキウサギ Lepus timidus：北海

道に分布、ノウサギ Lepus brachyurus：本州以南に分布）

を比較資料として歯冠横断像のランドマーク法に基づく

幾何学的形態解析を実施して、尻労安部洞窟出土ウサギが

ノウサギ属 2 種のどちらに属するのかの判別を試みた。解

析には MorphoJ を用いた。 
 

【結果】（1）焼骨の検鏡所見と解析結果 
 試料 A・D を検鏡したところ、双方ともに一次オステオ

ンと二次オステオンが混在する様相を認めた。緻密質の厚

さは 2 点とも約 1mm、二次オステオンの面積の平均は試

料 A が 13619.1μm2、試料 D が 12482.1μm2 であった

が、この値はウサギやテンなどやや小型の哺乳類に相当す

る。二次オステオンの面積について Games-Howell 法に

よる検定を行ったところ、試料とゾウ類、ヒト、ニホンザ

ル、イノシシ・シカ・ヤベオオツノジカ・バイソンなどの

中大型偶蹄類、キツネ、ヒグマとの間に、5％ないしそれ

以下の水準で有意な差が検出された。 
（2）ノウサギ属臼歯の解析結果 
比較に用いたユキウサギ集団とノウサギ集団について、

下顎第 3 前臼歯に 11 のランドマークを設定して解析した

結果、主成分分析により両集団を明確に識別し得るとの見

通しを得た。尻労安部洞窟出土ウサギを同様に主成分分析

で検討したところ、いずれも比較集団のノウサギの範囲に

収まり、ユキウサギの範囲からは外れることが判明した。 
 
【考察】焼骨試料 2 点は組織形態がよく類似しており、同

じ動物種に帰属する可能性がある。比較に用いた第四紀動

物群のうち、試料の緻密質の厚さとオステオンの面積に一

致するのはウサギとテンであり、他にはタヌキがやや近い

値を示した。それ以外の哺乳類群は、計測 2 項目のどちら

かもしくは両方の値が試料の値と大きく離れていた。

Ricqlès et al.（1991）は、鳥類ではリモデリングによる二

次骨形成があまりみられないと記述しており、試料が鳥類

に該当する可能性はごく低い。したがって、焼骨試料はウ

サギないしテン・タヌキ大の小型食肉類に由来すると考え

られる。これは、本洞窟の出土主体がウサギであることと

整合的であり、尻労安部の更新世人類が小型哺乳類を積極

的に利用していたことを裏付ける所見である。 
 また、幾何学的形態解析の結果は、出土ノウサギ属試料

がいずれもノウサギに比定されることを示していた。尻労

安部洞窟はノウサギ属 2 種の分布境界である津軽海峡の

ごく近くに立地するが、更新世人類がユキウサギではなく

ノウサギのみを狩猟していたことは、当時の人類の活動圏

と動物資源利用を探るうえで興味深い。 
 

【結論】尻労安部洞窟から出土した更新世の焼骨はウサギ

もしくはテン・タヌキ大の食肉目と推定され、旧石器時代

の人類が積極的に小型哺乳類を利用していた様相が示唆

された。出土ウサギはいずれもノウサギである可能性が高

く、ユキウサギは確認されなかった。 

「就労」とは何か－就労開始時における能
力評価の新しい動向－ 

 
 

鈴木未来 1) 
1) 新潟医療福祉大学 社会福祉学科 

  
【背景・目的】就労を「人たるに値する生活を営むために、

社会的活動に就くこと」と定義したことを受け 1)、雇用主

をはじめとする他者（社会）が就労希望者をいかなる意味

で労務に従事させるのかを考察する。 
 
【方法】直近の労働統計において正規雇用者数が非正規雇

用者数に近づいてきていることから、本研究では採用後の

職業訓練によって能力開発が必要となる新規学卒者のみ

ならず、すでに様々な能力を有する者も含めた就労の実態

に着目する。就労につながる多様な能力を一律に検討する

ことは難しいことから、本研究では実態調査を踏まえた労

働政策に関する論考を検討することで動態的に把握する。 
 

【結果】就労では一般に、雇用主は労働者が行う労働の対

償としての賃金を支払うことになる。その賃金の額は、労

働における能力とその発揮の度合いに応じて決められる。

他方で就労前において、求職者が自身の能力を賃金のかた

ちで示すことは少ない。したがって求職活動における能力

の立証責任は求職者の側にあるといえる。求職者にとって

の能力とは、日常生活における成功体験の積み重ねによっ

て具体的に形づくられるとされる 2)。そうであるならば、

その体験を共にした者でなければ能力が優れていること

の理解は困難である。さらに求職者自身が成功と認識して

いなければ、雇用主による評価そのものが生じない。とは

いえ求職者が、雇用主が雇う他の人材と同じ職場で共働す

ることで新たな成功体験が生じる可能性もある。そのため

能力の立証責任を求職者にのみ課し続けることは、求職者

のみならず雇用主にとっても大きな機会損失となる。両者

の機会を最適化する就労を実現にするためには、これら求

職活動における当事者間のやり取りの特性を踏まえた、多

様なレベルでの能力評価が求められる。そこで近年の能力

評価の動向について、以下に考察する。 
 
【考察】１．基幹的能力：求職者が就労に際して求められ

る能力のひとつで、配属部門に所属するすべての者が発揮

すべき能力のことである 3)。例えば就業時間に就業場所に

滞在するといった単純なものから、書類の整理や作成、取

引先との応対や提案などが挙げられる。これらは就労当初

からあるいは配属部門での修得が雇用主によって求めら

れる能力でもある。ただしこの基幹的能力をあらゆる就労

の場において定型化して評価することは難しい。例えば改

正障害者雇用促進法(2016 年 4 月施行)では、就労におい

て障害を有することを理由とする採用時の差別禁止や就

業時における「合理的配慮」の提供を求めているが(36 条)、

これらに反する行為が直ちに罰せられるわけではなく、当

事者間による自主的な解決を第一としている(74 条の 4)。

「基幹的能力」といえども定型の能力ではなく職場の環境

に左右されるとともに、実際の就業を通じて培われる一形

態として扱われることが適切であると考えられる。 
２．精神障害者：上述の法改正では、障害者の法定雇用率

の算定基礎に精神障害者が加わった。雇用率達成のための

「障害者雇用枠」設定において、差別を伴わずに求人する

ために採用条件として「精神障害者保健福祉手帳」取得者

を挙げるケースが増えている 4)。これに関連して、書類提

出や筆記試験の段階では選考対象になりやすい発達障害

を有する者が実際の就労に際して、雇用主にこの「手帳」

の取得を求められる現象が生じている。障害そのものが雇

用主にとっての合理的配慮を可能にする重要な能力とな

りうる公的な認証を、法改正はもたらしたともいえる。 

３．外国人研修生：滞在資格で活動や期間が制限されるな

ど、職業選択の自由が十分に保障されない外国人研修生で

あっても 5)、外国人であること自体が就労に際しての能力

になりうる。「技能実習制度」の導入(2012 年)により滞在

期間の延長が必要な研修では、延長時に「労働契約」を締

結することで労働諸法令の保護を受けることになった。そ

こで雇用主は、研修生に対して研修開始時に新制度の情報

を十分に与えない（与える努力をしない）ことで、他の就

労者と比べ合理的に能力を低く評価することも可能にな

った。研修生からすると、日本での就労が容易でない外国

人という地位を就労に際しての能力として雇用主に評価

させることで、結果として合法的な就労資格を得ることに

つなげるという皮肉な実態が生じているのである。 

 
【結論】就労は一般に、求職者の有する能力の雇用主によ

る評価を経て始まるが、求職者は求職者で自身の有する能

力の職場における優位性を示すことで、情報の非対称性を

乗り越える試みを行う実態が、近年の労働政策をめぐる状

況から明らかになった。就労の際しての能力評価が雇用主

のみならず求職者にとっても能動的な側面を帯びている

これらの実態が、真の意味での「人たるに値する生活」を

如何に可能にするかが、今後の研究課題として残った。 
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